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大阪経済を支える重要な担い手である中小製造業は、

近年の経済環境変化への対応を迫られているが、それ

にはどのような対応が必要であろうか。

1 経 済環境の変化とネットワーク化

(脱下蒲の動き)

近年における経済環境変化としては、グローバル化

の進展が中小製造業に大きな影響を与えた。昭和60

(1985)年 のブラザ合意以降の円高を契機として、大

企業は生産拠点を海外に移転させ、国内下請企業への

発注を減らした。また、中国をはじめとしたアジア諸

地域の工業化の進展は、安価な輸入品の国内への流入

を増加させた。

このため、大阪府内に多く存在した下請企業は、親

企業との安定的な取引関係を期待できなくなり、親企

業への依存を減らすために 「脱下請Jへ と歩み出すこ

とになった。すなわち、新たな受注先を開拓し、受注

を分散させたり、自社製品 ・技術を開発したりする動

きが生じたのであった。

このような動きは、特定受注先への過度の依存から

脱する必要性に対する認識から生じたものである。そ

こには、リスク分散という観点がみられるものの、分

散した受注先との間では安定した受注関係を前提にし

ていたという意味では、それまでの促え方の延長であっ

た。

また、自社製品 ・技術の保有という点でも、受注先

任せの仕事では危険であるという認識から生じたリス

ク分散的な意味合いが強く、新たな安定的な状態を探

る動きという意味では、それまでの延長線上にある動

きである。

(情報化、デフレ下の中小製造業)

しかし、このような認識への根本的な修正を迫った

のが、情報化の急激な進展と、デフレ (物価の継続的

な下落)経 済への移行である。

情報化の中でも、インターネットの利用が個人や小

規模な企業を合めて広がりをみせてきたことが重要で

ある。瞬時に製品・技術情報が世界中に広かるように

なったことにより、消費者やユーザーのニーズ変化を

速め、製品や技術の陳腐化が激しくなったのである。

また、主要受注先の海外移転や安価な輸入品の流入

などが続くなか、デフレが進行していることも重要で

ある。工業製品の平均価格は、昭和60年のプラザ合意

以降大きく低下したが、当時は、円高に伴う輸入品価

格の低下という供給面の影響が中心であった (図表 I―

1-9)。 このため、一時的なショックの後は、国内

景気が回復したこともあり、価格低下やその影響は限

図 衰 I
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-1-9 工 業製品価格の推移 (全国、平成 7年 平均=100)

60 61 62 63 元   2 9 打011 1213(年 度)

資料 を中小企業庁 F中刀ヽ企業白書 2003年』第 1-2-5図 より。

(注)原 資料は、経済産業省 『工業統計表』「既工発生産指欽J、日本銀行 「卸売物価指数J。
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定的であった。 しかし、バブル経済崩壊以降、デフレ

圧力は長期化 しており、需要か供給を下回る状況が長

く続いている。特に、消費者物価までかマイナスにな

り、実質経済成長率も度々マイナスを経験するという

昨今の状況は、わが国経済が全般的に需要不足となり、

国内市場の拡大か期待できなくなったということを示

している。

このような状況の ド、生産拠点の海外移転が中小製

造業を合めて広範に進み、国内下請企業への発注量 も

落ち込んだ。また、圧倒的に低い労働コス トや地価の

下で生産を展開している中」をはじめとした海外への

日本の生産技術の移転 も急速に進んだ結果、国内下請

企業に発注される製造 ・加工単価が、中国での製造 ・

加工単価と比較されるようになり、大幅に低下 した。

このため、下請企業を中心とした中小製造業の多くは、

従来のような安定的な取引関係を期待てきなくなった

ばかりか、急激な価格引下げを求められ、生産の合理

化や問接経費の節減といった対応だけでは、生き残っ

ていくことさえ難 しくなってきた。

(新製品開発と販路開拓の新たな意義)

このような昨今の厳 しい経済環境変化への対応とし

ての新製品開発や販路開拓の意義は、それまでの脱下

請のためになされてきた取組の意義とは大きく異なる。

すなわち、特定受注先への依存に伴 うリスクを軽減さ

せ、新たな安定を求めるための新製品開発や販路開拓

というよりも、絶えざる変化に適応するための不可欠

な手段としての継続的な新製品開発や販路開拓といえ

る。そうすることによって、従来の取引関係への依存

や、価格を中心とした競争から脱却することが中小製

造業の生き残りに不可欠となりつつあるのである。

(継続的な新製品開発や販路開拓のためのネットワーク)

新製品 ・技術開発や受注 ・販路開拓を自社単独で行

うことは難しいことから外部組織とのネットワーク化

が行われてきたが、このような状況の下におけるネッ

トワークのあり方は、それまでのネットワークとは異

なるものである。

それまでは、自社に不足する経営資源を補うための

ネットワークという意味合いが強かったが、近年の経

済環境の下では、変化への迅速な対応のために、外部

資源を有効に活用するためのネットワークであり、新

たな価値を倉u造するために自社の強みを活かすネット

ワークという捉え方が重要である。

共同研究開発や共同販売等の目的をみると、「自社

で不足する知識やノウハウ等の補完J力 最`も多く、不

足する経営資源を補うためにネットワークを活用する

という企業が、現状においては依然として多いが、

「各社の経営資源の結びつきによる相乗効果」への期

待も大きい (図表 1-1-10)。

また、産学官連携に取り組んだことのある企業では、

その効果として 「新しい知識の吸収J「新しい技術の

確立Jな どを挙げている (図表 I-1-11)。 「新製品

の商業化Jと いう直接的なメリットだけでなく、新製

Ｆ

Ｌ

図表 I-1-10 事 業連携の目的

ぃ

８０
　

６０

共同販売寺

24 3 24 9

1万
丁324-2●巧世空士

資料 !中小企業庁 『中小企業白言 2003年 J第 2-4-19図 より再編加工。

(注)複 数回答。原資料は、中小企業庁 「中小企業連携活動実態調査J(2002年11月)。
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図表 I-1-11 産 学官連携に取 り組んだことによる効果
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資料 1中小企業庁 『中小企業白書 2003年』第 2-4-2S図 より。

(注)複 数回答。原資料は、中小企業オ 「経営戦略に関する実態調査J(2002年11月)。

司

目
品の商業化につながる知識や技術の習得に、産学官連

携が効果を発揮していると評価しているのである。

このように、ネットワークは、中小製造業が経営資

源の不足を補うためという意味合いにとどまらず、経

済環境変化への迅速な対応のためであり、新たな価値

創造の手段でもある。

(「新連携事業」の展開)

国においては、「中小企業新事業活動促進法Jカミ施

行され、中小企業か柔軟な連捜を通じて行う新たな事

業活動 (新連続)を 支援しており、中小企業のネット

ワークの重要性が改めて認識される状況となっている。

新連携は、「その行う事業の分野を異にする事業者

が有機的に連携し、その経営資源を有効に組み合わせ

て、新事業活動を行うことにより、新たな事業分野の

開拓を図るJこ ととされており、事業計画の認定、融

資や信用保証、補助金等の支援措置が講じられる。

図表 I-1-12 課 題解決のヒントを与えてくれる企業 ・グループ等 (大阪府全域)

1督~習~哲~空~~蔦~高~百
す1:~‐ます

資料 「大阪府立産業開発研究所 「中小工業ネットワークに関する調査J(平 成16年10月)。

(と)複 数回答。
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2 大 阪の中小製造業によるネットワークの現状

(課題解決のLン トを得るのは取引先と業界団体から

が主)

新製品・技術開発や受注 ・販路開拓を実現するには、

様々な障害があり、それを乗り越えていかねばならな

い。ネットワークの活用事例の一つとして、まず、そ

うした障害を乗り越えるためのとントをどこから得る

かについてみてみよう。

課題解決のしントを与えてくれるのは、「受注 ・販

売先J「部品 ・材料等の仕入 。外注先」であり、地域

を問わず、取引活動のなかで課題解決につなかるとン

トが与えられているとする企業が多い。取引先以外で

多いのは 「業界団体Jで ある (図表 I-1-12)。

(地域経済団体と業界団体への加入割合が高い)

課題解決のとントの入手先としては、取引先以外で

は業界団体が多かったが、団体やグループヘの加入状

況をみると、「商工会、商工会議所等の経済団体」と

「業界団体Jの 割合が高い (図表 I-1-13)。 これに

対して、「中小企業グループJや 「産学官連携グルー

プJへ の加入割合は高いとは言えない。

3 地 域ポテンシャルの再評価

(大阪はネットワーク形成のためのポテンシャルは大

きい)

ネットワークの活用や形成の基盤となる地域のポテ

ンシャルについてみておこう。新製品 ・技術開発や受

注 ・販路開拓におけるネットワーク化では、様々な相

手先が考えられる。

まず、新製品・技術開発において活用可能性のある

大学や研究機関をみると、大阪府内には49の大学があ

り、東京都以外のほとんどの府県を上回る数の大学が

立地している (図表 I-1-14)。 また、研究所の数

においても493と東京都、神奈川県に次ぐ数を有して

いる (図表 I-1-15)。

次に、製造業の新製品。技術開発や受注 ・販路開拓

を支援する関連産業の一つとして、製造業支援サービ

ス業の集積をみると、東京都と比べて集積の規模は小

さいが、ネットワークの対象となる事業所数は、相当

程度存在していることがわかる (図表 I-1-16)。

例えば、静岡県と比べると、その何倍もの事業所が立

地している。

また、経済活動の活性化を図る活動を定款に掲げて

いる特定非営利活動法人 (産業支援型NPO法 人)に

おいても、東京都を下回るか、他府県を遥かに凌驚す

る集積規模を誇っている (図表 I-1-17)。

このように、近年、製造業支援サービス業や産業支

援型NPOな どの関連産業の台頭がみられ、そうした

産業の集積において、大阪のポテンシャルは他地域に

比して高い。

(都市における室層的ネットワークの活用)

したがって、大阪の中刀ヽ製造業においては、これら

のポテンシャルを認識してネットワークを形成し、活

Ｆ

Ｌ

図表 I-1-13 団 体 (グループ)へ の加入割合 (大阪府全域)
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資料 :大阪府立産業開発研究所
(と)複 数回答。
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図表 1-1-14 大 学数
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図表 I-1-15
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資料 !文部科学省 「平成16年度学校基本調査」。
(注)学 校数は、大学本部 (事務局)の 所在による。

図表 I-1-16 製 造業支援サービス業の事業所数 (平成13年)
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資料 :文部科学省科学技術研究所
データ集改定第 2版。

(注)民 間研究所は平成13年度、

究所は11年度の数。

「平成12年版 科 学技術指標J

国立研究所は12年度、公立研

資料 :総務省 『平成13年事業所

図表 I-1

・企業統計調査報告』。

-17 産 業支援型NPO法 人数 (平成16(2004)年 末現在)

(件)
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大阪府   静 岡県   京 京都   神 奈川県   愛 知県

資料 :内閣府国民生活局 (www IPo工 o取ωago gojp/diE/bun■ya html)。
(と)法 人数は、都道府県別認証数。なお、産業支援型NPO法 人は、「経済活動の活性化を図

る活動Jを 定款に記識した特定井営利活動 (NPO)法 人と規定。

公立研究所

/目 立昴琉所

大阪府 静岡県 東京都 対象業種の例示

その他の情報サービス業 （
Ｖ 21 市場調査業、世論調査業

法律事務所,特 許事務所 1,596 171 5829

デザイン業 1,774 3,966

その他の専門サービス業 3.991 1464 11568 機械設計業、経営コンサルタント業

高等教育機関 41
０
０ 大学、高等専門学校

自然科学研究所 ｒ
サ 618 工業技術試験所

人文 ・社会科学研究所 39 7

経済団体 2,185 商工会、商二会議所、同業団体



用していくことが望まれる。ネットワークのポテンシャ

ルが大きい東京都の企業は、様々なチャンスを清かし、

多様なネットワークを適生使い分けている。

(多様なネットヮークを活用する野島製作所)

株式会社野鳥製作所 (東京都武蔵村山市)は 、金

属ブレス及び板金加工により農林業に用いられる機

械部品を製造する企業である。

同社は、Hl和60(1985)年 に、東京都商工会連合

会が多摩地域の各商工会から推薦を受けた企業によ

り形成 した実業種交流会を母体 とするTAMA60JV

のメンバーである。TAMA60JVに おける活動から

は、共同開発や情報交換を通 じて、自社の経営の仕

組みを見直すなどの効果を得てきた。Ⅲ¬に生産拠

点をlf有するメンバーとのネットワークでは、安価

な部品の調達かできるようになり、対米輸出の競争

力を高めることもできた。また、別のメンバーを介

してそのメンバーと接点のあった大学教員ともつな

かりができ、産学連携の契機ともなった。

同社は、農林業機械を製造する受注先が組織する

協力会にも加入しており、そこで役賞をしているこ

とから、そのメンバーが属する別の協力会の受注先

からの仕事か紹介されることもあるという。

各企業は様々なネットワークを構築しているので、

それを手繰り告せていけば新たな展開か期待てきる。

新たな展開を生み出し、活用していくためには、ネッ

トワークを構築するという意まと行動か必要であり、

1青縦発信を行い、外部組織からの接触を受け入れる、

開かれた組織を日指す努力が欠かせない。

(最先端の情報大手ネットワークを築く村田染工)

村田染工株式会社 (東京都青梅市)は 、機屋から

の委託て染色を行っていたが、受との減少に危機感

を抱き、平成元 (1989)年に藍染加工を始めた。そ

の際に、藍染の体験工房、ショップを設置し、藍染

文化の情報発信を心掛けた。

このような動きが注目され、日本文化を海外で紹

介した書給に掲載されたことから、海外のアパレル

関連業者が工房の見学に訪れ、交流か活発になって

いる。例えば、イタリアのアパレル企業からは、海

外のファッショントレンド情報がもたらされる。ま

た、パキスタンのテキスタイルメーカーからは、手

織生地を輸入し、他社と異なる独自の藍染製品を開

発したりするなど、製品開発にブラスになっている。

このように、情報発信がネットワーク構築に役立っ

ている。都市の持つポテンシャルを活用するという

点では、東京都立産業技術研究所の紹介で、天然染

色加工業者を探 していたテキスタイル企画会社の経

営者との交流が始まった。そのネットワークからは、

最先端のファッション4青報がもたらされるとともに、

その企業を核とした生地商、泥染の染色工場、権製

業、カットソー製造却などとの共同開発、共同販売

(展示会開催)グ ループの形成という新たなネット

ワークの構築にもつなかった。

また、同社は、平成 3(1991)年 に八王子産地の

繊維企業の若手を中心に発足 した八王子ファッショ

ン協議会にも参ljnしている。協議会には、地元産地

の繊ll関係業者を始めtデ ザイナー、小売店、服飾

専門学校、企画、流通、建築、アパレルなど多様な

メンバーがいるので、技術や トレンド情章Rか得られ

るとともに、デザイナーを紹介 してもらえるなどの

メリットがある。

(小活)

大阪経済を活性化するには、中小製造業の活性化が

不可欠である。

しかし、近年におけるグロー六ル化、情報化、デフ

レ進成といった経済環境変化の下では、Ⅲ小製造業は、

安定 した販路や国内市場の拡大を期待できなくなって

いる。 このような状況の下での新製品 ・技術開発や受

注 ・販路開拓は、それまでの円高などのショックを契

機とした 「脱下請J、特定受注先への過度の依存の リ

スクを軽減するという意義とは、根本的に具なる意義

を有する。それは、絶えさる経済環境変化を前提とし

た企業の適応のための不可欠な手段なのである。

このような状況の下では、ネットワークのあり方も

見直さなければならない。それまでのような特定受注

先とのネットワークから複数の受注先とのネットワー

クヘと分散させるといった量的な拡大を遂げるのでは

なく、多様な外部組織 との柔軟なネットワーク化を目

指す必要性が高まっているからである。多様性と柔軟

性は、経済環境変化に迅速に対応 し、自らが絶えず市

場を創造 していくために不可欠である。その際、ネッ

トワーク形成のためのポテンシャルは大阪において大

きく、そうしたポテンシャルを再評価 し、ネットワー

クを再構築 していくことの重要性を改めて認識する必

要がある。

Ｆ

Ｌ
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